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１．はじめに 

 
国民の余暇機会の増加，レジャー・余暇生活に対す

る意識の変化 [1] ，観光立国推進基本法の施行 [2] ，観光

庁の新設 [3] ，積極的な観光政策の実施等，観光を取り

巻く環境は著しく変化している． 観光消費による他

産業への波及効果 [4] への期待も大きく，今まさに観光

が着目されていると言っても過言ではない 1), 2) ．また，

訪日外国人観光旅行者数の増加 3) や，2007年から始ま

った団塊世代の定年退職 [5] による観光需要の増加も予

測されており 4) ，観光の重要性がさらに高まることが

考えられる 5) ．今後，効果的な観光施策を実施してい

くためには，このような背景を踏まえ，観光行動デー

タに基づいた分析を行い，観光動向をできる限り正確

に把握していくことが重要である． 
しかしながら，観光行動は都市内交通行動等と比較

して低頻度のものであることから，数年に渡るパネル

調査も過去の行動調査も困難であるため，時系列的行

動変容は未開明な部分が多い．2005年より国土交通省

において全国で統一された観光の統計調査の実施に向

けた検討，調査 [6] が始められたものの，観光行動を分

析するためのデータは不足していると言わざるを得な

い．したがって，過去の断片的データを組み合わせて，

観光行動のダイナミズムを構造化することはたいへん

重要なことである．筆者らはこれを一つの目的として，

世代の特徴に着目した国内観光行動の時系列分析を試

み, 観光行動の時系列変化の一端を示している 4), 6) ． 
本研究では，これらの先行研究の知見を踏まえ，旅

行先での行動に焦点をあて，その時系列変化を分析す

る．先行研究との大きな違いは，公表されている集計 
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データを使用するのではなく，個票データを整理，再

集計し，旅行者の属性を考慮した分析を行っている点

である．本研究は，① 調査当時のまま残されていた

磁気テープより個票データを取り出し，属性別の行動

を分析できるように整理すること，② このデータを

用いて時代変化，年齢変化によって，旅行先での行動

がどのように変化したかを，クロス集計，数量化分析

等をすることにより明らかにすることの2つを目的と

する． 
 
２．分析対象 

 
本研究では，以下の 3 つの理由により，国内宿泊観

光旅行を分析対象とする． 
第一は，国内観光旅行者数および消費額が他の観光

行動と比べて多く，その影響が大きいためである．対

象となる観光行動として，国内宿泊，国内日帰り，ア

ウトバウンド，インバウンド等があるが，旅行者数，

消費額共に最も多く，その差は歴然である． 
第二は．表-1に示す観光立国推進基本計画における

基本的な目標の中で，国内宿泊観光旅行の宿泊数およ

び国内観光旅行の消費額を増加させ，目標を達成する

ことが困難とされているためである．訪日外国人旅行

者数を2010年までに1,000万人以上にすることは可能 

 

 表-1 観光立国推進基本計画における基本的な目標 

基 本 的 な 目 標 目 標 値 

１

訪日外国人旅行者数を 2010 年までに 1,000 万人にするこ

とを目標とし，将来的には，日本人の海外旅行者数と同程

度にすることを目指す． 

733万人（2006）

↓ 

1,000万人（2010）

２

我が国における国際会議の開催件数を 2011 年までに 5

割以上増やすことを目標とし，アジアにおける最大の開催

国を目指す． 

168件（2006）

↓ 

252件（2010）

３

日本人の国内観光旅行による 1 人当たりの宿泊数を 2010

年度までにもう 1 泊増やし，年間 4 泊にすることを目標と

する． 

2.77泊（2006）

↓ 

4泊（2010）

４
日本人の海外旅行者数を 2010 年までに 2,000 万人にする

ことを目標とし，国際相互交流を拡大させる． 

1,735万人（2006）

↓ 

2,000万人（2010）

５

旅行を促す環境整備や観光産業の生産性向上による多様なｻｰﾋﾞ

ｽの提供を通じた新たな需要の創出等を通じ，国内における観光

旅行消費額を2010年度までに30兆円にすることを目標とする． 

24.4兆円（2005）

↓ 

30兆円（2010）



と予測されているが，その他は目標達成が厳しく，特

に国内宿泊観光に関しては，早急な対策が必要とされ

ている． 
第三は，社団法人日本観光協会の協力を得て，過去

の調査の基データを入手することができ，国内宿泊観

光旅行を個票ベースで分析可能となったためである．

既往研究を見ると，国内宿泊観光旅行を対象とした研

究は，影響力が大きく重要であるにもかかわらず，そ

の数は少なく，また，それらの研究も短期のマーケテ

ィング分析や個々の観光地対象とした分析がその大部

分を占めている．長期間にわたる観光行動の時系列分

析が行われない1つの理由として，クロスセクション

の集計データしか扱えなかったことが挙げられる． 
 

３．分析データおよび分析方法 

 
（１）分析データ 8) 

分析データとして，｢国民の観光に関する動向調査｣

の個票データを用いる．｢国民の観光に関する動向調

査｣とは，社団法人日本観光協会が調査主体となり，

1964 年から 96 年までは 2 年毎に，98 年以降は毎年，

国内観光の実態と志向を把握するために実施している

調査である 7) ． 
｢国民の観光に関する動向調査｣の基データは，磁気

テープおよび FD に保存されており，個票データが取

り出せたものは，表-1 のとおり 17 回分だけであった． 

また，第 4，7，8 回のデータは，磁気テープからのデ

ータコンバートはできたものの，データレイアウトが

残っていなかったため，集計値を基に試行錯誤してみ

たが，分析可能な状態まで整理することはできなかっ

た． 
整理したデータの内，第 9，11，14，16，19，24 回

のデータを本研究の分析データとして扱う．表-2にそ

の概要を示す．1980 年から概ね 5 年間隔の 25 年分で

ある．これら 6 回の調査ともに有効回収数は 2,000 票

以上，回収率は70％以上である．また，有効サンプル

の中から対象期間内に国内宿泊観光旅行を行なったも

のを抽出し，分析対象サンプルとした．サンプル数は，

最も少なかった第24 回でも1,000 サンプル以上であり，

定量的な分析に耐え得る数と判断した． 
 

（２）分析方法 8，9) 

本研究では，旅行先での行動が時代，年齢の変化と

ともにどのように変化したのかを定量的に分析する．

｢旅行先での主な行動（単数回答）｣，｢旅行先でのす

べての行動（複数回答）｣の結果を用い，クロス集計

および数量化理論Ⅲ類を行う．旅行先での行動は，

表-3 にある 29 項目を選択肢として調査されているが，

ここでは類似した項目を統合し，8項目としている． 
 

 
 

表-2 「国民の観光に関する動向調査」の個票データの有無 

調 査 回 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

調 査 年 ’64 ’66 ’68 ’70 ’72 ’74 ’76 ’78 ’80 ’82 ’84 ’86 ’88 ’90 ’92 ’94 ’96 ’98 ’99 ’00 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’06

個   票 

デ ー タ 
× × × ○ × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

分析可能 

デ ー タ 
× × × × × × × × ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 
 

表-3 分析に使用する「国民の観光に関する動向調査」の概要 

調  査  年  1980 1985（1984） 1990 1995（1994） 2000（1999） 2005（2004）

調  査  回  第 9 回 第 11 回 第 14 回 第 16 回 第 19 回 第 24 回 

調 査 地 域  全 国 全 国 全 国 全 国 全 国 全 国 

調 査 対 象  満 18 歳以上男女 満 15 歳以上男女 満 15 歳以上男女 満 15 歳以上男女 満 15 歳以上男女 全国民 

調 査 対 象 期 間  
1979 年 9 月～ 

1980 年 8 月 

1983 年 9 月～ 

1984 年 8 月 

1989 年 9 月～ 

1990 年 8 月 

1993 年 9 月～ 

1994 月 8 月 

1999 年 4 月～ 

2000 年 3 月 

2004 年 4 月～ 

2005 年 3 月 

標  本  数  3 , 000  3 , 000  3 , 000  3 , 000  4 , 000  4,500  

有 効 回 収 数  2,488  2,499  2,367  2,387  2,990  3,286  

回 収 率 （ ％ ）  82.9  83.3  78.9  79.6  74.8  73.0  

分 析 対 象  

サ ン プ ル 数  
1,492  1,468  1,564  1,316  1,833  1,125  



表-4 分析に使用する旅行先での行動の種類 

 行動の種類 内訳 （調査における選択肢） 

１ 自然をみる 自然の風景をみる，季節の花見 

２ 
名所・旧跡を 

みる 
名所・旧跡をみる，祭りや行事をみる，神仏詣 

３ イベント見物 
都会見物，演劇・音楽・スポーツなどの鑑賞・見物，

動・植物園・水族館の見物，博覧会を見物する 

４ 温泉浴 温泉浴 

５ レジャーランド レジャーランド 

６ 趣味・研究 
つり，潮干狩り・果物狩り，写生・写真・植物採集などの

趣味・研究，特産品などの買物・飲食，民工芸品つくり

７ アウトドア 
登山，ハイキング，キャンプ・オートキャンプ，サイクリ

ング，ドライブ 

８ スポーツ 
海水浴，水泳，ヨット・サーフィンなど，スキー，スノー

ボード，ゴルフ，テニス，その他のスポーツ 

 

４．分析結果 

 
図-1に旅行先の行動の時系列変化を示す．｢自然を

みる｣，｢名所・旧跡をみる｣，｢スポーツ｣，｢温泉浴｣

の4項目が25年間を通して高い割合であることが見て

取れる．｢自然をみる｣，｢名所・旧跡をみる｣が，時代

とともにシェアを落としてしているものの，2005年に

おいてもこれらだけで60％を超えている．また，増加

傾向であるのは，｢イベント見物｣と｢レジャーランド｣

である．2005年における｢レジャーランド｣のシェアは

1割を超えている． 
表-2に，数量化理論Ⅲ類の結果（第1～3軸の固有値，

寄与率，累積寄与率）を示す．固有値は3軸共に0.7以
上の高い値を示したが，寄与率はやや低めであり，第

3軸までの累積寄与率でも44.5％であった．縦軸に第1
軸を，横軸に第2軸をとり，カテゴリースコアをプロ

ットしたものを図-2に，また，サンプルスコアの平均

値をプロットしたものを図-2，3，4に示す． 
第1軸は，｢名所・旧跡をみる｣，｢自然をみる｣，｢イ

ベント見物｣が＋側に，｢レジャーランド｣，｢スポー

ツ｣，｢アウトドア｣が－側になっていることから，｢－

体験・運動←→鑑賞・見物＋｣と解釈する．第2軸は，

｢レジャーランド｣，｢名所・旧跡をみる｣，｢イベント

見物｣が＋側に，｢温泉浴｣，｢自然をみる｣が－側にな

っていることから，｢－自然←→人工施設＋｣と解釈す

る．このように軸を解釈することにより，各象限を

｢施設×鑑賞｣，｢施設×体験｣，｢自然×体験｣，｢自然

×鑑賞｣と特徴づける． 
図-3により， 時代とともに｢鑑賞｣から｢体験｣に行

動が変化していることが見て取れる．また，図-4によ

り， 加齢とともに｢施設×体験｣から｢自然×鑑賞｣へ

と変化していることが見て取れる．これらの変化を踏

まえ，時代，年代の変化，さらには，各世代の特徴が， 

 
 
 
 
 
 
 

図-1 旅行先の行動の時系列変化 

 
表-5 固有値，寄与率，累積寄与率 

 固有値 寄与率（％） 累積寄与率（％）

第1軸 0.77 15.2 15.2 

第2軸 0.74 14.7 29.9 

第3軸 0.74 14.6 44.5 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 カテゴリースコア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 サンプルスコア（時代） 

 

どの程度行動に影響を及ぼしているか考察する．図-5

は，図-3，4に各世代の変化を加えたグラフである．

点と点を結ぶ線の長さが10年間の変化の程度である．

第1軸・第2軸平面におけるその長さの平均は，時代は

0.103，年代は0.245，世代は0.228であった．以上より，

観光アクティビティの変化は，加齢の影響を最も受け

やすいと言える． 
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図-4 サンプルスコア（年代） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 サンプルスコア（時代，年代，世代） 

 

５．おわりに 

 
本研究は，｢国民の観光に関する動向調査｣の個票デ

ータを用い，｢自然をみる｣，｢名所・旧跡をみる｣，

｢温泉浴｣といった旅行先での行動の時系列変化を分析

したものである．社団法人日本観光協会より「観光の

実態と志向」として出版されている観光行動の集計デ

ータを用いるのではなく，磁気テープ等に残されてい

た 1980 年代からの個票データを分析できるように整

備したことと，それらのデータを用いて 1980 年から

2005 年までの 25 年間の旅行先での行動を定量的に分

析したことが本研究の成果である．特に，時代や年齢

の変化とともに行動がどのように変化したのを明示し，

年齢変化が，世代の特徴や時代変化よりも大きな影響

を与えることを示したことは，観光行動の時系列変化

を把握する上では，大きな前進であると考える． 
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補注 

[1] 内閣府 大臣官房政府広報室「国民生活に関する世論

調査」では，国民は 1980 年代半ばにはレジャー・余

暇活動に最も力点を置くようになり，この傾向が現

在も続いていることを報告している．  
[2] 地域における創意工夫を生かした主体的な取り組み

を推進し，地域社会の持続可能な発展を通じて国内

外からの観光旅行を促進する目的で，1968 年制定の

観光基本法を全部改定したものである．2006 年 12
月 13 日に議員立法にて成立，2007 年 1 月 1 日より

施行されている．  
[3] 国土交通省 総合政策局にある観光部門６課（観光政

策課，国際観光課，観光経済課，観光資源課，観光

事業課，観光地域振興課）を統合して，2008 年 10
月に観光庁として新設される．  

[4] 国土交通省の調査を基に，観光消費の我が国経済へ

の貢献は表-3のように推計されている． 
 

表-6 観光消費の我が国経済への貢献（推計） 

 直接効果 波及効果 

雇用創出 約229 万人 約469 万人 

消 費 額 約24.5 兆円 約55.3 兆円 

                                    （出典） 国土交通省資料 
 
[5] 団塊世代（1947～49 年の 3 年間に誕生した人々）が

2007 年から順次定年退職を迎えている．総務省の

労働力調査では，男性が約 250 万人，女性が約 90
万人，合計 340 万人が定年退職をすると推計されて

いる．  
 [6] 国土交通省 総合政策局は，2005 年 5 月に「観光統

計の整備に関する検討懇談会」を設置し，宿泊統計，

都道府県観光統計，外国人旅行者に関する統計の整

備に向けた検討を行った．検討の結果，観光統計の

体系的な整備の第一歩として，宿泊旅行に関する統

計を速やかに整備すべきであるとの結論に至り，調

査を実施している． 
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